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主なポイント（編集方針）
ステークホルダーの中でも、特に投資家の皆様（投資判断の視点）を意識

 「三方よし」を新グループ企業理念として改訂

統合レポート2020の主なポイントとカバーする範囲

当社ビジネスとマテリアリティや財務・非財務資本
の関連性を整理

 「何れか」でなく「何れも」追求する、当社の経営姿勢を表現

カバーする範囲

p.8
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表紙に込めた想い

満開の桜のように心は明るく、

常に感謝の気持ちを忘れずに、

商いの原点「三方よし」に

当社の経営姿勢を表現

立ち返って取組んでいく、

先行きが不透明だからこそ、
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ＣＥＯメッセージのキーワード

p.10
 お客様目線での商売（マーケットイン）

 新グループ企業理念「三方よし」

 非資源分野の優位性

 「真の経営力」の発揮

 原点回帰（稼ぐ・削る・防ぐ）

 コミットメント経営（約束したことは必ず守る）
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ＣＯＯメッセージのキーワード

 経営会議の議論内容や取組み

 コロナ後を見据えたビジネスモデルの進化

ＣＥＯメッセージを踏まえ、
以下を具体的に説明

 持続的な企業価値向上への取組方針

p.16
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ＣＥＯメッセージの変遷
2018 2019 2020

商いの次世代化 「新たな商社像」への進化 新企業理念「三方よし」

原点回帰（か・け・ふ）

コミットメント経営

お客様目線での商売

「真の経営力」の発揮

非資源分野の優位性

商いの基本を忠実に実行

有言実行

マーケットインの発想

波を捉えチャンスに変える

景気変動耐性の高さ

慢心を戒める

反省と教訓

消費者に合わせた工夫

向う傷を恐れずに挑戦

資源に拠らない安定利益



6

Page xx

第２の目次としての役割

目次の役割
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ＣＡＯメッセージ要旨

 「三方よし」のオリジナル企業として、社員に根付く一番大事な言葉に改訂
 「三方よし」の理念はSDGsの解決に繋がるため、ビジネス展開・構築における意識を再徹底
 コロナ禍でも、「社員が寄り添える」企業理念であったと認識

p.26グループ企業理念の改訂の狙いと記載内容
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p.9p.5

「投資判断の視点」を意識した情報体系

投資判断の視点
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p.302019版

「三方よし」を中心に据えた経済的価値と社会的価値の両立を循環型の図で表現
「商人型」ビジネスモデルのバージョンアップ
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短期視点も中長期視点も重視
p.24

p.39

受け継いできた「強み」を踏まえ、
目指すべき中長期の方向性と、
その実現を担保する短期の実績の
双方のバランスを重視

“短期も中長期も”

「信頼・信用力」を「三方よし」の
コアとなる非財務資本と再定義

p.62
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「点」から「面」へ展開するバリューチェーン構築事例の拡充

p.34 p.60

戦略の核であるファミリーマートに加え、
「面」の大きな拡がりを見せ始めている
成長分野の蓄電池関連事業を紹介

p.32
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ＣＦＯメッセージ要旨

 ブレない財務・資本戦略へのこだわりと、成長投資に対する考え方
 基本的に利益成長を図ることで持続的なEPS向上を目指す考えを表明
 タイムリーな「情報開示」、信頼度の高い「対話」の実現

p.40
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対話を重視する経営姿勢
p.48

前中計公表後の株価下落による
「反省と教訓」を踏まえた
「対話重視」の経営姿勢を説明

セルサイドアナリストの方にもご協力頂き、
提示すべき経営課題についても言及
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新型コロナウイルス関連情報

「健康経営」実践の観点より、
医療に関する高度な知識を持つ
社外取締役評価コメントを掲載

現在の市場の関心を意識して
業績や経営への影響を説明

ESGに対する意識に変化は

事業を継続するために取組んだ事例は

連結業績や経営戦略・ビジネスモデルに対する影響は

ステークホルダーへの対応は

働き方や今後の人材戦略の方向性は

p.56
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気候変動に伴う個別事業のシナリオ分析（E：環境）

Doleやパルプの生活消費分野についても、
平均気温の上昇や気候パターンの変化等
により生じる「物理リスク」の影響を中心に
シナリオ分析の結果を開示

既存の一般炭関連事業についても、
2019年2月公表の取組方針を再掲

p.66
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サステナビリティを高めるバリューチェーンへの取組み（S：社会）

新型コロナウイルス感染拡大での関心の
高まりを受け、バリューチェーンの
持続性を高める取組みについて紹介

既存のサプライチェーン・マネジメントから
更に踏み込んだ人権デューデリジェンスの
実施についても言及

p.68
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ESGに関する網羅的な情報開示

伊藤忠の「サステナビリティ」ホームページに
”ESGレポート”を掲載

（PDF版：年1回、8～9月に発行）
ESGに関する情報を網羅的に開示

ESGレポート
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ESGレポート：ビジネスや機能に沿ったサステナビリティの推進
p.14～p.22

特定したマテリアリティに資する具体的な取組みとして、事業
分野ごとの「サステナビリティアクションプラン」を各々の部署が
作成。中長期の目標を立て、毎年進捗状況をアップデート。
今後、成果指標に更なるKPIを取り入れていく

サステナビリティアクションプラン
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ESGレポート：クリーンテックビジネス

環境分野をビジネスチャンスと捉え、
環境・クリーンテック分野において、中長期
視野に立ち、社会構造の転換に資する
ビジネス開発に積極的に取組んでいる
事例を紹介

p.69～p.75
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ESGレポート：商品を切り口としたバリューチェーンにおけるサステナビリティ

商社の広大なバリューチェーンの中で、
森林保護に関連する商品や、食料、
繊維原料といった生活消費分野を中心に、
サステナビリティを高める方針と取組みを開示

p.133～p.144

ブロックチェーンシステム
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ポジティブサイクルを創出する人材戦略（S：社会）

環境認識：2030年問題⇒労働力不足・人材の流動化

2030年 労働力不足 644万人

就職人気企業ランキング（全業種）第1位
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大手総合商社最少の従業員数で
労働生産性は着実に向上

OUTCOME

社員の持続的な
能力開発

INPUT
優秀な人材の確保

労働生産性の向上

企業価値の向上

社員の健康力向上

働きがいのある
職場環境の整備

経営参画意識の向上
（株主の皆様との価値共有）

「労働生産性」と「企業価値」の向上を
生み出す人材戦略の好循環を解説

p.70
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上場子会社のガバナンス体制構築状況（G：ガバナンス）

p.77

グループ・ガバナンスへの高い関心を踏まえ、
上場子会社について、形式面での
ガバナンス体制構築状況を一覧表示

（2020年11月に上場廃止）

http://www.itcenex.com/
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セグメント情報の拡充

総資産に非流動資産割合を追加 事業展開に国内事業損益割合を追加

p.84

p.90

全体構成と合致した短期視点と中長期視点の取組み
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その他の特色
マクロ環境要因に関するPEST分析の
リスクと機会を非財務資本に紐付け

役員一覧では、社外・執行役員を
含む全役員の持株数を開示

p.36 p.80

創業（1858年）から現在まで、そして未来も着実に歩みを続ける商人像
番外編
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2021年以降の課題

CITIC／CPグループとの協業やFM非公開化による具体的な成果の提示

CO2排出量の長期削減目標等、気候変動関連の取組み・開示の拡充

人権デューデリジェンスにおける具体的な取組事例等の紹介

ESG要素をより実質的に組込んだ事業投資プロセス等の制定

指名委員会における具体的な議論の説明

より実質面に踏み込んだ上場グループ会社の保有意義に関する開示
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